
令和８年９月１５日 

埼玉県環境部大気環境課 

１ 現在の大気汚染状況及びその評価 

〇 埼玉県では、ＮＯ２については平成１９年度から現在まで全ての測定局で環境基準の

達成が続いている。 

一方、ＳＰＭの環境基準の達成状況についても平成１８年度に達成率が１００％にな

って以来、平成２３年度及び同２５年度にそれぞれ１測定局が基準を超過し、達成率が

９８．８％になったものの、１００％の達成率が続いている。 

年度 測定局名 原因等 

平成２３年度 久喜本町局（自排局） 
気象的な要因（風が弱く、大気が拡散しにくい

状況）で広域的に高濃度となり、日平均値が

0.1mg/㎥を超えた日が２日連続したため、環境

基準未達成となった。 
平成２５年度 環境科学国際センター局（一般局） 
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２ 環境基準達成に向けて実施した／実施している取組及びその評価 

 〇 埼玉県では前述のとおりＮＯ２、ＳＰＭともに全測定局で環境基準の達成が継続しており、

また、今後もこの状況が続くことが見込まれることから、局所に特化した取組は実施

していない。 

 〇 全県において環境基準を継続して達成させるために、平成１５年１０月から埼玉県

生活環境保全条例により自動車対策を実施している。 

   ・ 粒子状物質排出基準を満たさないディーゼル車の運行禁止 

   ・ 低公害車を一定割合以上導入することの義務 

   ・ 事業者による自動車使用管理計画の作成・提出及び自動車排出粒子状物質等の

排出抑制実施状況の報告の義務 

   ・ アイドリング・ストップの実施 

   ・ 重油及び重油混和燃料等の使用と販売の禁止 

   ・ 低公害車等使用に係る義務（努力義務） 

 

３ 指定解除の申出に係る検討状況 

 〇 自動車排出由来のＮＯｘとＳＰＭについては、近隣都県からの影響を受けやすいため、

一都三県の広域的な取組が必要不可欠である。そのため、本県の指定解除の検討につい

ては、近隣都県と連携をとりながら見極めていく。 

 

４ 基本方針及びＮＯｘ・ＰＭ法の制度全般に関する要望 

 〇 自排局の測定結果を見てもＮＯ２は減少している。一方、本県は光化学スモッグ注意報

の発令日数が多く、引き続きＮＯｘ対策は必要であると考えている。また、自動車排出

ガス対策は地球温暖化対策につながることから、温暖化対策と連携した法制度が必要と

考えている。 

 〇 電動自動車、エコドライブ、カーシェアリングなどの普及啓発も地道に行う必要がある。 

 〇 総量削減計画進行管理調査業務の効率的な実施や窒素酸化物の簡易測定業務の在り方

について、現状を踏まえて検討していただきたい。 
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